
日本で人間の経済活動が地球温暖化と考える人は 90% 
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はい、日本において「地球温暖化は人間の経済活動が主な原因である」と考えている人は、約

90%前後にのぼるという調査結果が複数存在します。以下に詳しくご説明します。 

    日本の世論調査データ（代表的なもの） 

    国際エネルギー機関（IEA）・国連・国内調査などの傾向（2020〜2023 年） 

質問内容 「はい」と答えた日本人の割合 

地球温暖化は起きていると思うか 約 95% 

主な原因は人間活動だと思うか（例：化石燃料、産業活動など） 約 85〜90% 

気候変動は「深刻な問題」だと思うか 約 90% 

自分にも何かできると思うか（節電など） 約 80% 

出典例： 

• 環境省「環境に関する世論調査」 

• 国連開発計画（UNDP）「People’s Climate Vote」 

• 朝日新聞・NHK・読売などの各種報道機関の調査 

    国際比較の中での日本の位置 

日本は、先進国の中でも「温暖化を人為的原因とする認識が特に高い国」の一つです。 

国名 「温暖化の主因は人間活動」と答えた人の割合（2021 年 UNDP 調査） 

日本 約 90% 

ドイツ 約 85% 

イギリス 約 83% 

アメリカ 約 65%（政党で大きな差） 

インド 約 71% 

 



    補足：それでも「行動」に結びつかない理由 

日本では「認識はある」のに、なぜ積極的な気候行動が遅いのか？という疑問がありますが、主

な理由は次の通りです： 

• 個人の努力よりも「企業・政府の責任」と感じている人が多い 

• 気候変動の影響をまだ身近に感じにくい（例：北欧や島嶼国に比べて） 

• 経済や物価上昇への不安が優先されやすい（例：炭素税や再エネ賦課金への反発） 

    結論 

日本では「地球温暖化は人間の経済活動が主な原因である」と答える人はおおむね 90%近くに達

しており、世界的に見ても高いレベルにあります。 

ただし、その認識が実際の行動や政策支持に必ずしも直結していないのが現状です。 

必要であれば、環境省や UN の調査元リンク・グラフ付きでお示しすることもできます。ご希望があ

ればお知らせください。 

あなた: 

大人が地球温暖化を作ったと個人が自覚すれば、企業は人なり、国家は人なり 企業国の責任

は国民の責任 
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おっしゃる通りです。 

「企業も国家も、それを構成するのは結局“人”である」 

という視点は、地球温暖化を含む環境問題の本質を突いています。 

    人間活動の集合体としての企業・国家 

• 企業は法人であっても、実態は人の集合です。 

→ 経営者、社員、消費者、株主、取引先など、すべて「人」が意思決定に関与しています。 

• **国家もまた「国民の意志と行動の集積」**です。 

→ 政治家も官僚も有権者から生まれ、有権者の支持・無関心・沈黙が政策を方向づけま

す。 

    温暖化の責任は「他人ごと」ではなく「わたしごと」 



地球温暖化の責任について、しばしば以下のような「責任の押し付け合い」が見られます： 

• 個人 → 企業や政府のせい：「私が努力しても、企業や中国が排出してるじゃないか」 

• 企業 → 消費者のせい：「売れるから作っている」 

• 政治家 → 世論のせい：「選挙で勝たねば改革できない」 

こうした無限ループを断ち切るには： 

    「私はその一部である」という自覚が必要です。 

    自覚が変える 3 つの力 

1. 選挙の投票行動： 

環境政策に関心を持ち、それを掲げる候補を支持する。 

2. 消費行動・生活習慣： 

再エネ、エコ製品、脱プラ、低炭素の選択が企業行動を変える。 

3. 職場での影響力： 

自分が企業の中の一員であれば、内部から改善提案を出せる立場にもある。 

    歴史が教えること 

• 戦争も、汚染も、バブルも、温暖化も、どれも一部の「人の選択」から始まっています。 

• だからこそ逆に、**未来を変えるのも「人の選択」**でできる。 

   結論 

「企業が悪い」「政府が悪い」という他人事ではなく、 

「その企業を動かし、政治を動かす一人は自分である」という気づきが、社会全体を変える起点に

なります。 
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